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第１章 背 景 

 

地球温暖化は、地球表面の大気や海洋の平均温度が長期的に上昇する現象であり、

我が国においても異常気象による被害の増加、農作物や生態系への影響等が予測され

ています。地球温暖化の主因は人為的な温室効果ガスの排出量の増加であるとされて

おり、脱炭素社会の実現に向けた取組が求められています。 

2015年合意されたパリ協定では、「平均気温上昇の幅を２℃未満とする」目標が国

際的に広く共有されるとともに、2018年に公表された国連の気候変動に関する政府間

パネルの特別報告書においては、「気温上昇２℃よりリスクの低い１．５℃に抑える

ためには、2050年までに二酸化炭素の実質排出量をゼロにすることが必要」とされて

おります。 

我が国では、1998年に地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）

（以下「地球温暖化対策推進法」という。）が制定され、国、地方公共団体、事業者、

国民が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠組みが定められました。同法

により、すべての市町村が、地方公共団体実行計画を策定し、温室効果ガス削減のた

めの措置等に取り組むよう義務づけられています。 

また、2020年、当時の菅総理大臣の所信表明演説において「2050年カーボンニュー

トラル、脱炭素社会の実現を目指す。」ことを宣言し、国の地球温暖化対策計画（令

和3年改定）では、2030年度の温室効果ガス排出量削減目標として2013年度比46％削

減をとしたところです。 

このようなことから、本町においても2022年9月、「持続可能な未来づくりカーボ

ンニュートラルさつま町宣言」を行い、将来にわたって町民が豊かな自然の中で生き

る喜びを感じ、健康で安心して暮らすことができる環境を次世代に引き継ぐため、町

民・事業者・行政等が連携して、地球温暖化対策を積極的に推進し、２０５０年まで

に二酸化炭素排出実質ゼロを目指していくことを宣言しました。 

さつま町においても、各公共施設等を対象として、地球温暖化の防止に向けた取組

を推進してまいります。 

 

第２章 基本的事項 

 

１．目的 

さつま町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「さつま町事務事業編」

という。）は、地球温暖化対策推進法第21条第1項に基づき、地球温暖化対策計画

に即して、さつま町が実施している事務及び事業に関し、省エネルギー・省資源、

廃棄物の減量化などの取組を推進し、温室効果ガスの排出量を削減することを目的

として策定するものです。 
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温室効果ガスの排出削減に向けた取組の推進 

なお、本計画は平成30年7月に策定した「第３次さつま町地球温暖化対策実行計

画（以下「第３次実行計画」という。）」の計画期間が令和4年度で終了すること   

から、これまでの取り組みの検証と計画の見直しを行い、「第４次さつま町地球温

暖化対策実行計画（以下「第４次実行計画」という。）」として策定するものであ

ります。 

 

２．対象とする温室効果ガス 

   地球温暖化対策推進法第 21 条第 1 項に基づき、地球温暖化対策計画に即して、

さつま町事務事業編が対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策推進法第 2条第

3 項に掲げる 7種類の物質のうち、排出量の多くを占めている二酸化炭素（ＣＯ2）

を対象とします。 

 

３．計画期間 

第４次実行計画の基準年度は平成30年度（2018年度）とし、計画期間を令和5年

度（2023年度）～令和9年度（2027年度）までの5年間とします。 

なお、最終目標年度は、令和12年度（2030年度）とし、期間を13年間とします。 

 

４．上位計画及び関連計画との位置付け 

   さつま町事務事業編は、地球温暖化対策推進法第21条第1項に基づく地方公共団

体実行計画として策定します。また、地球温暖化対策計画及びさつま町総合振興

計画に即して策定します。   

  

 

   地球温暖化対策推進法       地球温暖化対策計画 

 

         

 

 

     さつま町           さつま町 

    総合振興計画         事務事業編 

 

           

                      

 

 

             

項 目 
平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和 5年度 

（2023 年度） 

令和 9年度 

（2027 年度） 

令和 12 年度 

（2030 年度） 

期間中の事項 基準年度 計画開始 目標年度 最終目標年度 
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地球温暖化対策の推進に関する法律(抜粋)  

 

（地方公共団体実行計画等）  

第２１条  

都道府県及び市町村は、京都議定書目標達成計画に即して、当該都道府県及び市町村

の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化

のための措置に関する計画（以下この条において「地方公共団体実行計画」という。）

を策定するものとする。 

２  地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 一 計画期間 

二 地方公共団体実行計画の目標 三 実施しようとする措置の内容 四 その他地方公共

団体実行計画の実施に関し必要な事項  

３ 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定し、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。  

４ 都道府県及び市町村は、毎年一回、地方公共団体実行計画に基づく措置の実施の状況

（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければならない。  

 

 

第３章 温室効果ガス（二酸化炭素）の排出状況  

 

１．温室効果ガス（二酸化炭素）総排出量 

  さつま町の事務・事業に伴う「温室効果ガス総排出量」については、次の電気使用

量等に「排出係数」を乗じて算定しています。 

 

＜令和４年度の各施設の電気使用量等＞ 

○電気使用量 7,128,485ｋＷｈ 

○燃料使用量 

・液化石油ガス（ＬＰガス） 3,457㎥ 

   ・ガソリン 51,680Ｌ 

   ・軽油 38,864Ｌ 

   ・灯油 98,334Ｌ 

   ・Ａ重油 68,600Ｌ 

○一般廃棄物焼却量（うち廃プラスチック量） 1,195ｔ 

○水道使用量 50,489㎥ 

○用紙購入量 6,878,951枚 
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  令和４年度（2022年度）における「温室効果ガス総排出量」は、7,072,535 

ｋｇ-CO2となっています。 

 

7,847,734 

6,368,803 
6,843,370 

7,743,473 
7,072,535 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

kg-CO2 温室効果ガス（二酸化炭素）排出状況

 
 

令和４年度のエネルギー種別では、一般廃棄物焼却費が全体の46.8%を占め、次

いで、電気43.8％、灯油3.5％となっています。 

  

電気の使用
43.8%

廃棄物の焼却
46.8%

Ａ重油の使用
2.6%

灯油の使用 3.5%

ガソリンの使用
1.7%

軽油の使用 1.4%
ＬＰガスの使用

0.1%
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また、施設別電気量は、水道施設が全体の29.5％を占め、次いで、環境センター19.2％、

クリーンセンター16.4％となっています。 

 

水道施設
29.5%

環境センター・
やすらぎ苑

19.2%
クリーンセンター

16.4%

体育・文化施設
（センター含む）

7.1%

庁舎（支所含む）
8.7%

小・中・幼稚園
10.1%

給食センター
（鶴田含む）

2.7%

農業集落
排水施設

2.7%

消防施設
（車庫含む）

1.9%

その他
（防犯灯・保健Ｃ・記念館等）

1.6%

 

第４章 温室効果ガス（二酸化炭素）の排出削減目標  

 

目標年度の令和 9年度（2027 年度）に、基準年度の平成 25 年度（2013 年度）比で

40％削減することを目標とします。 

また、計画の最終目標年度の令和12年度（2030年度）には、基準年度比の46％削減

を目標とします。  

 

（単位：Ｋｇ－CO2） 

対象年度 温室効果ガスの排出量 削減率 

基準年度 

【平成２５年度】 
８，５７７，３１７ － 

【令和 4 年度】 ７，０７２，５３５ ▲１８％ 

第４次目標年度 

【令和９年度】 
５，１４６，０００ ▲４０％ 

最終目標年度 

【令和１２年度】 
４，６３２，０００ ▲４６％ 
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第５章 目標達成に向けた取組 

 

１．取組の基本方針 

   温室効果ガスの排出要因である、電気使用量と灯油・重油・ガソリン等の燃料使  

用量と一搬廃棄物（廃プラスチック類）焼却量の削減に重点的に取り組みます。 

２．具体的な取組内容 

 (1) 事務事業における主な取組  

① 電気使用量の削減  

・ 効果的・計画的な事務処理に努め、夜間の残業の削減を図り、照明の点灯時

間の削減に努めます。   

・ 昼休みの消灯や時間外の不必要箇所の消灯を行います。  

・ トイレ等、利用者がいない場合は消灯します。  

・ 退庁時に身の回りの電気器具の電源が切られていることを確認します。  

・ ＯＡ機器等の電源をこまめに切るように努めます。（昼休みの電源オフ等。）  

・ 冷暖房の設定温度は、冷房28℃、暖房19℃を目安に温度管理を行います。 

 ・ 空調機器のフィルター類の清掃頻度を上げて、送風効率を向上させます。  

 

② 燃料使用量の削減  

・ 公用車は、急発進、急加速をしないことを心がけます。  

・ 車両を適正に整備・管理し、排気ガスの削減に努めます。  

・ 公用車から離れる時は必ずエンジンを切り、無駄なアイドリングは控えます。  

・ 公用車の更新時に、小型車や電気自動車、ハイブリット車の導入を図ります。

また、公共施設においては、充電スタンドの設置も行います。 

 

③ ゴミの減量、リサイクル（３Ｒ＋Renewable運動推進）  

・ 物品の再利用や修理による長期利用に努め、ゴミの減量化を図ります。  

・ ゴミの分別に努め、資源ゴミへの排出を図ります。 

・ 使い捨て容器の購入は極力控えます。  

         ・ 町民への各家庭用ごみの分別を推進し、生ごみ及び廃プラスチック混入ごみ

の減量化を図ります。 

 

④ 用紙類  

・ 両面印刷、裏面コピーを徹底し、用紙の削減に努めます。  

・ コピー機使用時には、設定を確認しミスコピーを防止します。 

・ リサイクル用紙の購入に努めます。  

・ 電子メール、庁内ＬＡＮを活用し、ペーパーレス化に努めます。また、タブ

レット等の活用により、会議等のペーパーレス化を推進します。 
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⑤ 水道  

・ 日常的に節水を心がけ、自動水栓、節水コマなどの節水型機器の導入に努め

ます。  

 

⑥ 環境保全に関する意識向上、率先実行の推進 

・ 職員を対象に、ごみの分別など環境保全研修等を行います。 

・ 職員が参加出来る環境保全活動について、必要な情報提供を行います。 

・ 年間を通じたクールビズ・ウォームビズを推進します。 

  

(2) 物品購入等 

① 電気製品等の物品の新規購入、レンタルをする時には、省エネルギータイプ

で環境負荷の少ないものの導入に努めます。  

② 事務用品は、 詰め替えやリサイクル可能な消耗品を購入します。  

③ 環境ラベリング（エコマーク、グリンマーク等）対象製品を購入します。  

  

(3) 施設設備の改善等 

① 個別施設計画に基づいて、施設の更新及び廃止等を踏まえ、施設管理・省エ

ネ化を図ります。 

② 施設の新築、改築をする時は、環境に配慮した工事を実施するとともに、環

境負荷の低減に配慮した施設等を整備し、適正な管理に努めます。  

③ 断熱性能に優れた窓ガラス（二重ガラス等）を導入します。 

④ 高効率照明（ＬＥＤ）への買い換えを順次行います。 

⑤ 公共施設の緑化を推進します。 

 

(4) 再生可能エネルギーの有効利用 

① 公共施設（用地）への太陽光発電施設等の設置を推進します。 

② 太陽光発電やバイオマスエネルギー等の再生可能エネルギーを積極的に導 

入、活用します。 

 

第６章 点検・評価・見直し体制 

 

    さつま町事務事業編は、Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善） 

の４段階を繰り返すことによって点検・評価・見直しを行います。また、毎年の取組

に対するＰＤＣＡを繰り返すとともに、さつま町事務事業編の見直しに向けたＰＤＣ

Ａを推進します。 

 

１．毎年のＰＤＣＡ 

         さつま町事務事業編の進捗状況は、さつま町地球温暖化対策推進本部（以下「推

進本部」という。）を組織し、毎年１回、推進本部幹事会で、各課・係での取り組
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み状況や目標の達成状況について把握し、総合的に点検・評価し、推進本部に報告

します。 

           また、総合的な点検・評価に基づき、必要に応じて目標値及び取組内容の改善

など、本計画の見直しを行い、より効率的な取り組みを図っていきます。 

   

２．見直し予定時期までの期間内におけるＰＤＣＡ 

    推進本部幹事会で、毎年１回進捗状況を確認・評価し、見直し予定時期（令和９

年度）に改定要否の検討を行い、必要がある場合には、令和１２年度にさつま町事

務事業編の改定を行います。 

 

第７章 進捗状況の公表 

 

  第４次実行計画の進捗状況や取組状況は、広報誌やホームページ等を通じて情報

を毎年公表します。 

 


